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千葉県県有建物長寿命化計画 新旧対照表 

改定後 改定前 

第１章 計画の目的と対象の建物 

 

１ はじめに 

国は、インフラの老朽化が進展する中、「新しく造ること」から「賢く

使うこと」への重点化が課題であるとの認識のもと、平成２５年１１月

に「インフラ長寿命化基本計画」を策定しました。これを受け、本県で

は、県有施設の総合的かつ計画的な管理に向けた長期的な方向性を示し

た、「千葉県公共施設等総合管理計画」（以下、「総合管理計画」という。）

を平成28年2月に策定（令和4年3月改定）したところです。 

 

 

さらに、平成29年11月には、総合管理計画に基づき、庁舎、試験研

究機関、県立学校、警察施設、公の施設（以下、「県有建物」という。）

に係る個別施設計画として、「千葉県県有建物長寿命化計画」（以下、「本

計画」という。）を策定しました。本計画については、庁内の資産経営戦

略会議を活用して5年ごとに見直すこととしており、今般、改定を行い

ました。 

 

なお、本計画の実施に当たっては、「千葉県行財政改革計画」との整合

を図りながら取り組んでまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 計画の目的と対象の建物 

 

１ はじめに 

国では、インフラの老朽化が進展する中、「新しく造ること」から「賢

く使うこと」への重点化が課題であるとの認識のもと、平成２５年１１

月に「インフラ長寿命化基本計画」を策定し、これを受け、本県では、

平成２８年２月に「千葉県公共施設等総合管理計画」（以下、「総合管理

計画」という。）を策定したところです。 

 

 

 

さらに、国からは、個別施設類型ごとの具体的な対応方針を定める「長

寿命化計画（個別施設計画）」を策定するように求められています。この

ため、本県では、この度、庁舎、試験研究機関、県立学校、警察施設、

公の施設（以下、「県有建物」という。）に係る「千葉県県有建物長寿命

化計画」を策定することとしました。 

 

 

なお、本計画の実施にあたっては、「千葉県行政改革計画・財政健全化

計画（平成２９年度～３２年度）」との整合を図りながら取り組んでまい

ります。 
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改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の目的 

総合管理計画では、今後も引き続くことが予想される厳しい財政状況

や人口減少社会の本格的な到来による利用需要の変化などを踏まえ、道

路・河川等の社会基盤施設を含めた県有施設の計画的な長寿命化対策を

進めるとともに、県有建物の総量の適正化に努めることなど中長期的な

取組の方向性を示しています。 

 この中で、県有建物については、従来の事後保全対応から、今後は、

定期的な点検・診断に基づく計画保全１を推進することにより、建物の目

標使用年数２を従来の 65 年から 80 年へ延長するとともに、総合管理計

画の最終年度である令和 27 年度までに県有建物の総量の１５％を縮減

する目標を掲げています。 

（第１章２から移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の目的 

総合管理計画では、今後も引き続くことが予想される厳しい財政状況

や人口減少社会の本格的な到来による利用需要の変化などを踏まえ、道

路・河川等の社会基盤施設を含めた県有施設の計画的な長寿命化対策を

進めるとともに、県有建物の総量の適正化に努めることなど中長期的な

取組の方向性を示しています。 

 この中で、県有建物については、従来の事後保全対応から、今後は、

定期的な点検・診断に基づく計画保全１を推進することにより、建物の目

標使用年数２を従来の６５年から８０年へ延長するとともに、計画の最

終年度である平成５７年度までに県有建物の総量の１５％を縮減する目

標を掲げています。 
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改定後 改定前 

 本計画は、この総合管理計画に基づき、県有建物について、財政負担

の軽減や平準化を図りながら、大規模改修や建替え、計画保全への切替

え等の長寿命化対策の円滑な実施及び県有建物の総量の適正化を図るこ

とを目的としています。 
1 計画保全 
 不具合が発生する前に計画的かつ予防的に対応を講じ、建物の延命化を図る。 
 
2  目標使用年数 
 県有建物の管理に係る財政負担の更なる軽減を図るため、物理的耐用年数等を考

慮し、６５年から８０年へと延長した。 
  物理的耐用年数 
   材料・部品・設備が劣化して建物の性能が低下することによって決定される

年数 
   ○目標耐用年数（日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」） 
   ○構造体の総合耐久性（日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説JASS 5

鉄筋コンクリート工事」） 
 
（第１章１へ移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本計画は、この総合管理計画に基づき、県有建物について、財政負担

の軽減や平準化を図りながら、大規模改修や建替え、計画保全への切替

え等の長寿命化対策の円滑な実施及び県有建物の総量の適正化を図るこ

とを目的としています。 
1 計画保全 
劣化・損傷が軽微である早期段階において、目標使用年数を想定して計画的に実

施する予防保全的な修繕等。 
2  目標使用年数 
 県有建物の管理に係る財政負担の更なる軽減を図るため、物理的耐用年数等を考

慮し、６５年から８０年へと延長した。 
  物理的耐用年数 
   材料・部品・設備が劣化して建物の性能が低下することによって決定される

年数 
   ○目標耐用年数（日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」） 
   ○構造体の総合耐久性（日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説JASS 5

鉄筋コンクリート工事）」 
 
○長寿命化対策に係る国・地方の計画の位置付け 
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改定後 改定前 

３ 計画対象の建物 
 県民又は職員が常時利用する延床面積が200㎡以上の堅固な建物（鉄

筋コンクリート造（RC）、鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC）又は鉄骨造

（S））で、総合管理計画改定時の1,871棟を対象とします。 
 

 
 

 
 
 

３ 計画対象の建物 
 県民又は職員が常時利用する延床面積が２００㎡以上の堅固な建物

（鉄筋コンクリート造（RC）、鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC）又は鉄

骨造（S））で、総合管理計画策定時の１，９６０棟を対象とします。 
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改定後 改定前 

第２章 県有建物の現状と課題 
１ 県有建物の現況 
（削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 県有建物の現状と課題 
１ 県有建物の現況 
（１）施設管理者３への書面調査結果 
  県では、建築後３０年を経過した建物が約７割に及ぶことを踏ま

え、平成２６年度に施設管理者を対象に自己点検による書面調査を実

施したところ、建物の躯体に直接影響があると考えられる主要項目に

ついて、「異常なし」との回答は３割程度にとどまっています。 
 
 
［調査対象等］ 

   ・対  象１，９７１棟 ※平成２５年３月末時点 

   ・書面調査（調査基準日：平成２６年７月１０日） 

施設管理者（所属長）に対し、建物の耐震性能や劣化状況、余剰

スペースの状況等について書面により照会し取りまとめた。 
 

 
 
（２）現地確認の結果 
施設管理者への書面調査の結果を受けて、平成２６年８月から平成２

７年１月にかけて、書面調査において、「評価３」以上の項目が複数あ

る建物など約５００棟について現地確認を行ったところ、建物本体のひ

び、外壁コンクリートの劣化、屋根防水の破損等、建物の躯体に影響を

及ぼす恐れのある損傷を確認しました。 
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改定後 改定前 

（１）現況調査の結果 
県では、県有建物の老朽化度等を把握するため、令和3年度に現況

調査を実施した結果、現時点で施設の状態が良好であり計画保全によ

り対応可能だと判断される建物は約4割でした。しかし、必要な長寿

命化対策を講じなければ、計画保全で対応可能な建物が減少し、建替

えを要する建物の割合が増加するため、財政負担も大きくなることが

想定されます。 
 
（第３章３へ移動） 

 
 
 
 
 

 
 
 
（２）耐震化の状況 
「県有建築物の耐震化整備プログラム」によれば、令和4年4月1

日現在、耐震改修が未実施の県有建築物は38棟（公営企業を除く）

となっています。 

このうち、本計画により、整備方針が定まっている建物を除いた7

棟について、対応方針を検討しております。 

引き続き、本計画に基づき、大規模改修や建替えなどの建物整備に

併せ、県有建物の耐震化を図っていきます。 

 
 
 
 

 

（３）現況調査のまとめ 
書面調査及び現地確認の結果を踏まえ、調査時点における個々の建物

の整備類型を推計した結果、計画保全により対応できる建物が約６割を

占めているものの、こうした現状に対し、今後、必要な対策を講じなけ

れば、将来にわたって大規模改修・建替えを要する建物の割合が増加

し、その分、財政負担も大きくなることが想定されます。 
 
 

3 施設管理者 
千葉県庁舎管理規則第２条に規定する庁舎管理者、千葉県教育財産管理規則第２条

第２号に規定する管理者及び千葉県公舎管理規則第３条に規定する公舎管理者等をい

う。 

 

 
 

（４）耐震化の状況 
県土整備部が公表している「県有建築物の耐震化状況」等によれ

ば、平成２９年４月１日現在、本計画対象のうち、６３棟が未改修と

なっています。このうち、既に平成３２年度までの建替えや改修等の

方針が決まっているものが２４棟で、残り３９棟については、未だ整

備方針が決まっていない状況です。 
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改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 
また、消防庁の「防災拠点３となる公共施設等の耐震化推進状況調査

報告書」によれば、令和3年10月1日現在の本県の防災拠点となる庁
舎92棟のうち、耐震済の建物は76棟となっており、耐震改修が未実施
の建物は16棟です。 
このうち、本計画により整備方針が定まっている建物などを除く、総

合スポーツセンター（宿泊研修所）1棟について、対応方針を検討して
おります。 
 

 
 
3 防災拠点 
 地方公共団体が所有又は管理している公共施設等（公共用及び公用の建物：非木

造のうち、2階以上又は延床面積200㎡超の建築物）全体のうち、災害応急対策を

実施するに当たり拠点となる施設。 
 
２ 長寿命化対策を進める上での課題 
 
［県有建物の全般的な課題］ 
（１）事後保全対応から計画保全への計画的な切替え 

総合管理計画では、建物の老朽化度に併せ、大規模改修や建替え、

計画保全への移行のための修繕を行うなど建築後80年まで長寿命化

を図ることを想定した場合、令和3年度から総合管理計画の最終年度

である令和27年度までの年平均所要額は約390億円となっていま

す。 

 
 
 
 
 

 
 
また、国の「防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査報告

書」によれば、平成２７年度末の本県の防災拠点となる庁舎の耐震化状
況は７６％（全都道府県８８．９％）となっており、４７都道府県中３
７位という状況です。 

 
 
 

 

 
（新設） 
 
 
 
２ 長寿命化対策を進める上での課題 
 
［県有建物の全般的な課題］ 
（１）事後保全対応から計画保全への計画的な切替え 

総合管理計画では、本計画対象の建物である１，９６０棟の総量を

維持したまま、建物の老朽化度に併せ、大規模改修や建替え、計画保

全への移行のための修繕を行うなど建築後８０年まで長寿命化を図る

ことを想定した場合、計画期間である３０年間の年平均所要額は約２

８３億円と、極めて多額にのぼる試算結果が出ています。 
 



 

- 8 - 

 

改定後 改定前 

今後、厳しい財政状況や人口減少、人口構造の変化への対応などが

求められる中、財政負担の軽減・平準化を図りながら、必要な大規模

改修や建替え等を行いつつ、着実に計画保全に切り替えていけるかが

大きな課題です。 
 

 
 
（２）社会が求める建物性能への対応 

県有建物の整備は昭和50年代に集中して行われ、現在に至るま

で、昭和56年6月の旧耐震基準から新耐震基準への移行や、平成18

年6月の高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の制

定によるバリアフリーの促進、平成26年4月の特定天井 4に対する新

たな安全基準など、社会が求める建物の性能水準が上がっています。 

 
 
本県では県立学校の耐震化は完了したものの、庁舎等の耐震化や特

定天井への対策が未対応な建物も一部残っています。県有建物は、災

害対策拠点や初動対応機関、指定一般避難所、一時滞在施設などの防

災施設の役割を担うとともに、市町村の庁舎が被災した場合の補完機

能も求められていることから、引き続き、計画的に耐震化等を進めて

いきます。 
 

また、福祉のまちづくり条例に基づくバリアフリーの整備、トイレ

の洋式化など施設利用者の快適な環境づくりも課題となっています。 
 
 
 
 
 
 

今後、厳しい財政状況や人口減少・人口構造の変化への対応などが

求められる中、財政負担の軽減・平準化を図りながら、必要な大規模

改修や建替え等を行いつつ、着実に計画保全に切り替えていけるかが

大きな課題です。 
 

 
 
（２）社会が求める建物性能への対応 

県有建物の整備は昭和５０年代に集中していますが、この間、昭和

５６年６月の旧耐震基準から新耐震基準への移行や、平成１８年６月

の高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の制定によ

るバリアフリーの促進、さらには平成２６年４月の特定天井に対する

新たな安全基準など、社会が求める建物の性能水準が上がっていま

す。 
 
本県では県立学校の耐震化は完了したものの、特定天井への対策は

まだ始まったばかりであり、庁舎や警察署など未だに耐震化が完了し

ていない建物もあります。特に、指定避難所や一時滞在施設などに指

定されている場合、建物の性能について一定の配慮が必要です。 
 
 
 

また、本県では福祉のまちづくり条例を制定していますが、全ての

県有建物でのバリアフリー化が進んでいるとは言えない状況であるこ

とに加え、トイレの洋式化や省エネ効果の高い空調設備など施設利用

者の快適な環境づくりも課題です。 
 
 

さらに、近年では、災害対策拠点や初動対応機関、指定避難所等、

一時滞在施設としての役割など出先機関に求められる重要な役割が生
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改定後 改定前 

 
 
 

さらに、令和2年10月に国において、2050年カーボンニュートラ

ル宣言がなされ、本県でも、脱炭素化社会の実現に向け、省エネルギ

ー 対策や再生可能エネルギーの導入などを進めていくこととしてお

り、これらの課題についても、引き続き、取り組んでいきます。 

 
4 特定天井 

 脱落によって重大な危害を生ずるおそれがある天井。6ｍ超の高さにある、面積200

㎡超、質量2㎏/㎡超の吊り天井で、人が日常利用する場所に設置されているもの。 

 

 
 

じているとともに、市町村の庁舎が被災した場合の補完機能も求めら

れています。 
 

 
 

 
 

 
（新設） 
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改定後 改定前 

（３）維持管理コストの縮減 
建物の長寿命化に伴い、これまで以上に維持管理コストの縮減に取

り組むことが重要です。このため、建設時のコストだけでなく、光熱

水費や警備・清掃費などの維持管理コストや、職員の人件費等のコス

トも念頭に置き、ライフサイクルコストの最小化に努める必要があり

ます。 
 

［出先機関を取り巻く課題］ 
（１）大規模災害等を見据えた防災・危機管理機能の強化 

平成23年の東日本大震災は、マグニチュード9.0という観測史上
最大の地震であり、未曾有の被害をもたらしました。また、令和元年
房総半島台風等では、広範囲で長期にわたる停電や通信遮断、断水な
どが発生し、的確な初動体制の確立など、多くの課題が浮き彫りにな
りました。 
県の災害対策本部要綱では、地域振興事務所を支部の管轄区域にお

ける災害予防対策等を実施する機関に位置付け、支部各班として保健
所（健康福祉センター）、土木事務所等を指定していますが、地域に
よってはこれらの機関が分散しており、発災時における業務の迅速性
や継続性等について配慮する必要があります。また、地域振興事務所
については、臨時参集職員の参集場所として、十分な職員の受入スペ
ースを確保することにも配慮する必要があります。 
さらに、本県は、海外からの人や物の国内への入口となる成田国際

空港や千葉港などの諸外国との直接的な玄関口を抱えていることか
ら、感染症や家畜伝染病、テロなどをはじめとする県民の安全を脅か
す緊急事態に対する初動対応を所管する関係機関の整備についても配
慮が必要です。 
（２）今後の新たな行政ニーズに対応でき、維持管理しやすい庁舎等

の整備 
これからの庁舎等は、人口減少・人口構造の変化や頻発する自然災

害への対応など、時代の変化とともに生じる新たな行政課題に的確に
対応できる施設として整備していく必要があります。 
このため、将来の組織改編にも柔軟に対応できるよう、間仕切りの

変更や用途転用など可変性の高い仕様とすること、建物の点検や補修
がしやすい構造とすることなど、維持管理のしやすい整備内容が求め
られます。 

（３）維持管理コストの縮減 
建物の長寿命化に伴い、これまで以上に維持管理コストの縮減に取

り組むことが重要です。このため、建設時のコストだけでなく、光熱

水費や警備・清掃費などの維持管理コストや、職員の人件費等のコス

トも念頭に置き、ライフサイクルコストを最小化するよう努める必要

があります。 
 

［出先機関を取り巻く課題］ 
（１）大規模災害等を見据えた防災・危機管理機能の強化 

平成２３年の東日本大震災は、マグニチュード９．０という観測史
上最大の地震であり、未曾有の被害をもたらしました。また、平成２
８年熊本地震では、自治体支援の体制、避難所の運営の在り方など、
多くの課題が浮き彫りになりました。 

 
県の災害対策本部要綱では、地域振興事務所を現地における指揮・

命令の役割を持つ機関に位置付け、その協力機関として健康福祉セン
ター、土木事務所等を指定していますが、地域によってはこれらの機
関が分散しており、発災時における業務の迅速性や継続性等について
配慮する必要があります。また、地域振興事務所については、臨時参
集職員の参集場所として、十分な職員の受入スペースを確保すること
にも配慮する必要があります。 
さらに、本県は、海外からの人や物の国内への入口となる成田国際

空港や千葉港などの諸外国との直接的な玄関口を抱えていることか
ら、感染症や家畜伝染病、テロなどをはじめとする県民の安全を脅か
す緊急事態に対する初動対応を所管する関係機関の整備についても配
慮が必要です。 
（２）今後の新たな行政ニーズに対応でき、維持管理しやすい庁舎等

の整備 
これからの庁舎等は、人口減少・人口構造の変化や頻発する自然災

害への対応など、時代の変化とともに生じる新たな行政課題に的確に
対応できる施設として整備していく必要があります。 
このため、将来の組織改編にも柔軟に対応できるよう、間仕切りの

変更や用途転用など可変性の高い仕様とすること、建物の点検や補修
がしやすい構造とすることなど、維持管理のしやすい整備内容が求め
られます。 
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改定後 改定前 

（３）窓口機関の分散化の解消 
県における各種申請・許可手続きの窓口機関が、一部地域では分散

しており、手続きが一箇所でできないなどの声も聞かれます。例え
ば、民間事業者が地域活性化イベントを実施する場合、土木事務所で
は都市公園を利用するための許可や道路占用許可が、保健所（健康福
祉センター）では飲食の提供に係る営業許可が必要となっており、分
散化の解消など県民の利便性を向上させる取組も必要です。 

 
第３章 長寿命化対策の基本的な考え方 

社会保障経費の増大等による厳しい財政状況の中にあっても様々な
課題に的確に対応していくため、人口減少や人口構造の変化も踏ま
え、市町村との役割分担などにも留意した上で、中長期的に必要な施
設を見極め、県民に必要なサービス・機能を提供していかなくてはな
りません。 
このため、出先機関等の県有建物それぞれが持つ特性に十分配慮し

ながら、大規模改修や建替え等の建物整備、計画保全への早期移行を
進めることで、これまでの事後保全対応から計画保全へ計画的に切り
替えていくとともに、防災施設として位置付けている県有建物につい
ては、その機能が果たせるように整備していくことを基本的な考え方
とします。 
また、同時に県有建物の総量の適正化にも取り組んでいきます。 
 

１ 県有建物の整備計画の作成等 
長寿命化対策のうち、財政負担の大部分は大規模改修及び建替えで

あることを踏まえ、これらを効率的かつ計画的に実施していくため、
本計画の中で「県有建物の整備計画」を作成します。 
（１）県有建物の整備計画に位置付けるに当たり、次のステップを経

て、整備手法等について検討 
・ステップ１《施設・組織のあり方、方向性の検討》 
・ステップ２《老朽化状況の把握・施設の課題の整理・優先順位の

考え方》 
・ステップ３《既存施設の活用・整備手法の検討》 
整備の優先順位の検討に当たっては、老朽化度だけでなく、防災施

設として求められる役割や機能、子ども達の安全確保の視点や、各施
設のあり方検討の状況などを考慮して、総合的に判断します。 

 

（３）窓口機関の分散化の解消 
県における各種申請・許可手続きの窓口を持つ機関が、一部地域で

は分散しており、手続きが一箇所でできないなどの声も聞かれます。
例えば、民間事業者が地域活性化イベントを実施する場合、都市公園
での使用許可や道路占用許可は土木事務所、飲食の提供を伴うのであ
れば保健所で許可を受けるなど、県民の利便性の向上の面からの配慮
も必要です。 

 
第３章 長寿命化対策の基本的な考え方 

社会保障経費の増大等による厳しい財政状況の中にあっても様々な
課題に的確に対応していくため、人口減少や人口構造の変化も踏ま
え、市町村との役割分担などにも留意した上で、中長期的に必要な施
設を見極め、県民に必要なサービス・機能を提供していかなくてはな
りません。 
このため、出先機関等の県有建物それぞれが持つ特性に十分配慮し

ながら、大規模改修や建替え等の建物整備、計画保全への早期移行を
進めることで、これまでの事後保全対応から計画保全へ計画的に切り
替えていくとともに、防災活動拠点として位置づけている県有建物に
ついては、その機能が果たせるように整備していくことを基本的な考
え方とします。 
また、同時に県有建物の総量の適正化にも取り組んでいきます。 
 

１ 県有建物の整備計画の作成等 
長寿命化対策のうち、財政負担の大部分は大規模改修及び建替えで

あることを踏まえ、これらを効率的かつ計画的に実施していくため、
本計画の中で「県有建物の整備計画」を作成します。 
（１）県有建物の整備計画に位置づけるにあたり、次のステップを経

て、整備手法等について検討 
・ステップ１《施設・組織のあり方、方向性の検討》 
・ステップ２《老朽化状況の把握・施設の課題の整理・優先順位の

考え方》 
・ステップ３《既存施設の活用・整備手法の検討》 
なお、当該県有建物を含む施設や組織のあり方の検討にあたって

は、行政サービス水準の維持にも十分配慮しつつ、建物の機能や、最
適な延床面積等を検討します。 
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改定後 改定前 
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改定後 改定前 
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改定後 改定前 
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改定後 改定前 

（２）県有建物の整備に係る優先度評価 
県有建物の整備に当たっては、単に老朽化度のみにより整備順位を決

定するのではなく、県民ニーズを十分踏まえたものとなるよう検討する

必要があります。 

令和3年度の県政に関する世論調査では、県政への要望として、「災

害から県民を守る」、「高齢者の福祉を充実する」、「次世代を担う子供の

育成支援を充実する」などの項目が上位を占めています。 

 

このような点も勘案し、建物整備の優先順位の判断に当たっては、老

朽化の状況に加え、県民の命を守る、「耐震性能」、「防災施設」、「福

祉・子ども」、「バリアフリー」への対応を優先項目にするとともに、他

施設と差別化を図る必要がある「法令必置施設」、「昼夜稼働施設」につ

いても評価項目に加えました。 

また、県有建物の現況調査を行った令和3年度の10年後に当たる、

令和13年度には、築30年以上の建物が全体の95％まで拡大し、老朽化

の進行がより深刻な状況になると見込まれることから、評価判定に当た

っては、老朽化度のウエイトを80％とし、それ以外の耐震性能等の6項

目のウエイトを20％としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）県有建物の整備に係る優先度評価 
県有建物の整備にあたっては、単に老朽化度のみにより整備順位を決

定するのではなく、県民ニーズを十分踏まえたものとなるよう検討する

必要があります。 
平成２８年度の県政に関する世論調査では、県政への要望として、

「災害から県民を守る」、「高齢者の福祉を充実する」、「次世代を担う子

供の育成支援を充実する」、「犯罪防止対策を進める」などの項目が上位

を占めています。 
このような点も勘案し、建物整備の優先順位の判断にあたっては、老

朽化の状況に加え、県民の命を守る、「耐震性能」、「防災・防疫施設」、

「福祉・子ども」、「バリアフリー」への対応を優先項目にするととも

に、他施設と差別化を図る必要がある「法令必置施設」、「昼夜稼働施

設」についても評価項目に加えました。 
また、県有建物の現況調査を行った平成２６年度の１０年後にあた

る、平成３６年度には、築３０年以上の建物が全体の８６％まで拡大

し、老朽化の進行がより深刻な状況になると見込まれることから、評価

判定にあたっては、老朽化度のウエイトを８０％とし、それ以外の耐震

性能等の６項目のウエイトを２０％としています。 
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改定後 改定前 

 

 
 
5 Is値 

Seismic Index of Structureの略。建築物の耐震性能を評価するための数値（構造

耐震指標値）である。Is値が0.6未満の場合、耐震性能が低く、補強の必要性がある

と評価される。 
 

 

 
 
4 Is値 

Seismic Index of Structureの略。建築物の耐震性能を評価するための数値（構造

耐震指標値）である。Is値が0.6未満の場合、耐震性能が低く、補強の必要性がある

と評価される。 
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改定後 改定前 

○老朽化（計129点を800点に換算） 

 

 

 

 

 

 

 ○耐震性能 

 最小 Is 値が一定以下の場合又は特定天井の対策がなされていない

場合、以下の点数を加点する。 

 

 

 

 

 

 

○防災施設 

防災施設として位置付けられている場合、以下の点数を加点す

る。 

 

 

 

 

 

○福祉・子ども 

 高齢者、障害者、子ども等が利用する福祉施設等や、県立学校を加点

する。（50点） 

 

 

 

 

○老朽化（計129点を800点に換算） 

 

 

 

 

 

 

 ○耐震性能 

 最小 Is 値が一定以下の場合又は特定天井の対策がなされていない

場合、以下の点数を加算する。 

 

 

 

 

 

 

○防災・防疫施設 

防災・防疫施設として位置づけられている場合、以下のそれぞれ

の点数を加算する。 

 

 

 

 

 

○福祉・子ども 

  健康福祉センター、児童相談所等、高齢者、障害者、子ども等が利

用する福祉施設等や、県立学校を加点する。（50点） 
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改定後 改定前 

○法令必置施設※ 

  法令により都道府県が設置しなければならないとされている施設に

ついて加点する。（20点） 

※消防学校（消防組織法）、保健所（地域保健法）、児童相談所（児童福祉法）、

消費者センター（消費者安全法）、家畜保健衛生所（家畜保健衛生所法）、県

立学校（学校教育法）、警察施設（警察法）等 

 

 

○バリアフリー 

  千葉県福祉のまちづくり条例において、適合努力義務が求められて

いる整備基準を満たしていない場合に加点する。（10点） 

①玄関スロープ、②自動ドア、③多目的トイレ、④点字ブロック、 

⑤障害者等用駐車スペース、⑥廊下手すり、⑦エレベーター（2階建て以上） 

 

 

 

 

 

 

 ○昼夜稼働施設 

  他の同じ経過年数の建物よりも老朽化が進んでいる現状があるた

め、加点する。（10点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○バリアフリー 

  千葉県福祉のまちづくり条例において、適合努力義務が求められて

いる整備基準である以下の項目をすべて満たしていない場合に加点す

る。（10点） 

①玄関スロープ、②自動ドア、③多目的トイレ、④点字ブロック、 

⑤障害者等用駐車スペース、⑥廊下手すり、⑦エレベーター（2階建て以上） 

 

 ○法令必置施設 

  法令により都道府県が設置しなければならないとされている施設

（次頁参照）について加算する。（20点） 

 

○昼夜稼働施設 

  他の同じ経過年数の建物よりも老朽化が進んでいる現状があるた

め、加算する。（10点） 
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改定後 改定前 

（削除） 
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改定後 改定前 

（３）施設類型ごとの基本的な留意点 
［庁舎］ 

・原則として、同一管轄内に複数所在する出先機関については、所管
する部局ごとに組織のあり方を検討した上で、防災施設としての機
能強化に向けて、合同庁舎化・集約化を積極的に推進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
［試験研究機関］ 

・建物の特殊性を有する機関については、機関ごとに組織のあり方を
検討する中で、複数配置している研究所等や、敷地内に複数存在す
る建物の集約化を検討します。 

 
 

［公の施設］ 
・平成 28 年 7 月に決定した公の施設の見直し方針に基づき、施設の
あり方や内容の検討、管理手法や有効活用策について、検討等を進
めます。 

・また、併せて施設の集約化・複合化、転用、廃止、民間・市町村等
への移譲などを検討します。 

［県立学校］ 
・高等学校については、今後の生徒数の減少や教育を取り巻く状況の
変化を踏まえ、施設の適正規模・適正配置や今後の高等学校のあり
方等を検討します。 

・特別支援学校については、児童生徒数の増加に伴う教室不足や施設
の狭隘化への対応を含め、今後の特別支援学校のあり方等を検討し
ます。 

・各学校単位での建物の集約化や使わなくなった校舎の処分などによ
り建物の総量縮減に取り組みます。 

 
・原則として、学校単位で整備の優先順位を判断しますが、建物の老

（３）施設類型ごとの基本的な留意点 
［庁舎］ 

・比較的小規模で、同一管轄内に複数所在する事務庁舎については、
出先機関を所管する部局ごとに組織のあり方を検討した上で、防災
活動拠点５としての機能強化に向けて、合同庁舎化・集約化を積極
的に推進します。 

・一定の施設規模を確保する必要がある機関については、機関ごとに
組織のあり方を検討した上で、複数配置している機関や敷地内に建
物が複数存在する施設については、原則として、集約化を検討しま
す。 

・設置場所が限定される機関については、機関ごとに組織のあり方を
検討します。 

 
［試験研究機関］ 

・建物の特殊性を有する機関については、機関ごとに組織のあり方を
検討した上で、複数配置している機関や敷地内に建物が複数存在す
る施設は、原則として、集約化を検討します。なお、類似する試験
研究分野ごとの集約化についても留意します。 

 
［公の施設］ 

・公の施設の見直し方針に基づき、施設のあり方や内容の検討、管理
手法や有効活用策について、期限を定めて検討等を進めます。 

・また、併せて施設の集約化・複合化、転用、廃止、民間・市町村等
への移譲などを検討します。 

 
［県立学校］ 

・高等学校については、今後の生徒数の減少や教育を取り巻く状況の
変化を踏まえ、施設の適正規模・適正配置や今後の高等学校のあり
方等を検討します。 

・特別支援学校については、児童生徒数の増加に伴う教室不足や施設
の狭隘化への対応を含め、今後の特別支援学校のあり方等を検討し
ます。 

・一つの学校に多くの建物が存在することから、当面は、改修や建替
等に際して、各学校単位での建物の集約化や転用など施設総量の縮
減に取り組みます。 

・原則として、学校単位で優先順位を判断しますが、建物によっては
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改定後 改定前 

朽化状況によっては学校単位にとらわれず、建物単位で緊急かつ応
急的な対応も行います。 

・工事の実施に当たっては、学校運営に配慮した計画とします。 

［警察施設］ 

・警察署は、管轄区域の面積、人口、治安情勢、業務運営の効率化等

を総合的に判断します。 

・待機宿舎は、犯罪や大規模災害が発生した場合の初動措置を行う体

制を確保できるよう、常時、職員を集団で居住させるために必要な

戸数を確保するとともに、不要な建物や老朽化した建物について

は、廃止又は解体することとし、建物の総量縮減に取り組みます。 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校単位にとらわれず、緊急かつ応急的な対応も行います。 
 
・工事の実施に当たっては、学校運営に配慮した計画とします。 

［警察施設］ 

・警察署は、管轄区域の面積、人口、治安情勢、業務運営の効率化等

を総合的に判断します。 

・待機宿舎は、犯罪や大規模災害が発生した場合の初動措置を行う体

制を確保できるよう、常時、職員を集団で居住させるために必要な

戸数を確保するとともに、不要・老朽化した建物については、廃止

又は解体することとし、建物の総量縮減に取り組みます。 

・２４時間稼働している建物は、設備等の劣化速度に留意します。 

 
5 防災活動拠点 

Ｐ７図表8に掲げる防災施設をいう。 
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改定後 改定前 

（削除） 
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改定後 改定前 

（削除） 
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改定後 改定前 

（４）最適な整備手法の選択 

県有建物の整備対象の絞り込みと優先順位の検討を経て、整備対象と

なった建物については、次の考え方に則り、整備手法を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）最適な整備手法の選択 

県有建物の整備対象の絞り込みと優先順位の検討を経て、整備対象と

なった建物については、次の考え方に則り、整備手法を検討します。 
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改定後 改定前 

（５）出先機関の合同庁舎化 

地域の防災施設としての機能強化の必要性に鑑み、地域振興事務所を

中心とした出先機関の合同庁舎化を積極的に進めます。 

合同庁舎化に当たっては、県有建物の総量の縮減、維持管理しやすい

庁舎の整備、県民の利便性の向上などを考慮し、既存の庁舎や県有地を

活用するとともに、現在の出先機関の配置状況や地域特性を踏まえつつ、

保健所（健康福祉センター）や土木事務所等の入居について検討します。 

 

合同庁舎の立地場所については、原則として、 

・現在の地域振興事務所が所在する市町村内での県有地を活用するこ 

 と 

・津波・液状化・洪水ハザードマップにも留意して防災施設としての

役割が果たせる場所であること 

・来庁者にとって交通アクセスや利便性が確保されている場所である 

こと 

・権利関係や法令の制限がないなど早期整備が可能であること 

などを考慮して選定します。 

 

 

 

 

さらに、合同庁舎の整備内容については、関係市町村と連携し、行政

サービスの低下を招かないよう十分配慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）出先機関の合同庁舎化 

地域の防災活動拠点としての機能強化の必要性に鑑み、地域振興事務

所を中心とした出先機関の合同庁舎化を積極的に進めます。 

合同庁舎化にあたっては、将来負担軽減のための県有建物の総量の縮

減、維持管理しやすい庁舎の整備、県民の利便性の向上や職員の業務量

の軽減などを考慮し、既存の庁舎や県有地を活用するとともに、現在の

出先機関の配置状況や地域特性を踏まえつつ、健康福祉センターや土木

事務所等の入居について調整します。 

合同庁舎の立地場所については、原則として、 

・現在の地域振興事務所が所在する市町村内での県有地を活用するこ 

 と 

・津波・液状化ハザードマップにも留意して防災活動拠点としての役

割が果たせる場所であること 

・来庁者にとって交通アクセスや利便性が確保されている場所である 

こと 

・権利関係や法令の制限がないなど早期整備が可能であること 

などを考慮して選定します。 

なお、県の重要施策の円滑な実施を図るため、一定期間、引き続き現

在地に事務処理機能を残す必要があると判断された場合などは、その対

応についても検討することとします。 

さらに、合同庁舎の整備内容を、関係市町村に説明するなど地域との

合意に努めるとともに、コンパクトシティなど関係市町村のまちづくり

の計画にも配慮します。また、合同庁舎化により行政サービスの低下を

招かないよう、市町村と連携するなどして書類の受付事務などの利便性

確保にも十分配慮します。 
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改定後 改定前 

２ 県有建物の総量の適正化に当たっての着眼点 

総合管理計画に掲げた県有建物の総量の15％縮減を達成するため、大

規模改修や建替え等の必要性に加え、県有建物の廃止や移譲、集約化等

について、以下の視点により検討していきます。 

（１）廃止・移譲等の検討 

公の施設の見直し方針等で、当該県有建物を含む施設の廃止や市町

村等への移譲の検討が進められている施設については、引き続き検討

を行い、方針を決定していきます。 

（２）集約化の検討 

出先機関の合同庁舎化など集約化を検討する場合は、縮減目標を念

頭に、既存施設や市町村施設の活用の可能性を検討することにしま

す。 

また、将来的な統廃合を想定するものの、現時点においては集約化

が時期尚早と判断される場合、当面の対策として民間施設の活用や簡

易な建物での対応なども検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 県有建物の総量の適正化にあたっての着眼点 

総合管理計画に掲げた県有建物の総量の１５％縮減を達成するため、

大規模改修や建替え等の必要性を検討していく中で、県有建物の廃止や

移譲、集約化等について、以下の視点から検討していきます。 

（１）廃止・移譲等の検討 

公の施設の見直し方針等で、当該県有建物を含む施設の廃止や市町

村等への移譲の検討が求められている施設については、所管部局にお

いて期限を定めて検討を行い、方針を決定していきます。 

（２）集約化の検討 

出先機関の合同庁舎化など集約化を検討する場合は、縮減目標を念

頭に必ず既存施設や市町村施設の活用の可能性を検討することにし

ます。 

また、将来的な統廃合を想定するものの、現時点においては集約化

が時期尚早な場合、当面の使用のために民間施設の活用や簡易な建物

での対応なども検討します。 
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改定後 改定前 

（３）余裕スペースの精査 

建物整備に際しては、県有建物の総量縮減の観点から、施設全体の余

裕スペースの精査を行った上で、下記に示す職員1人当たりの事務室の

面積の目安等を踏まえ、必要となる執務室等の面積を算出し、適正な規

模の検討を行うこととします。 

さらには、不要な物品・書類等を精査するとともに、書類の電子化に

よる書庫の効率的な利用検討を行うなど、スペースの有効活用に努めま

す。 

○職員１人当たりの事務室の面積（目安） 7㎡ 

  （香取合同庁舎基本構想時の面積試算結果による） 

 

 

 

 

 

 

（４）計画的な除却 

施設の廃止や集約化等により生じた余剰の建物や敷地については、ま

ず、庁内で活用希望がある場合は、これを優先し、活用希望がない場合

は、県有財産活用促進部会 7 で処分の適否を審議した上で、地元市町村

へ買受希望を照会の上、希望がない場合は処分を進めます。 

また、建物付きの処分が難しい物件や、当分は土地を保有する必要が

ある場合などは、倒壊等の危険除去など治安・防災上の観点や景観への

配慮などを十分に検討した上で、建物の除却を進めます。 

なお、除却は、地方債 8などを活用し、計画的に進めていくこととしま

す。 

6 県有財産活用促進部会 

「資産経営戦略会議」（詳細はＰ31 参照）の部会として設置されており、未利用県有

財産等の円滑な処分の決定や有効活用を行うための調整を目的としている。 

7 地方債 

地方公共団体が財政上必要とする資金を外部から調達することによって負担する債

務。公共施設等総合管理計画に基づいて行われる公共施設等の除却は、公共施設等の

整備のための地方債「公共施設等適正管理推進事業債」の対象となる。 

（３）余裕スペースの精査 

建物整備に際しては、県有建物の総量縮減の観点から、施設全体の余

裕スペースの精査を行った上で、下記に示す職員１人当たりの事務室の

面積の目安等を踏まえ、必要となる執務室等の面積を算出し、適正な規

模の検討を行うこととします。 

さらには、不要な物品・書類等を精査するとともに、書類の電子化に

よる書庫の効率的な利用検討を行うなど、スペースの有効活用に努めま

す。 

○職員１人当たりの事務室の面積（目安） ７㎡ 

  （香取合同庁舎基本構想時の面積試算結果による） 

 

 

 

 

 

 

（４）計画的な除却 

施設の廃止や集約化等により生じた余剰の建物や敷地については、ま

ず、庁内で活用希望がある場合は、これを優先し、活用希望がない場合

は、県有財産活用促進部会６で処分の適否を審議した上で、地元市町村へ

買受希望を照会の上、希望がない場合は処分を進めます。 

また、建物付きの処分が難しい物件や、当分は土地を保有する必要が

ある場合などは、倒壊等の危険除去など治安・防災上の観点や景観への

配慮などを十分に検討した上で、建物の除却を進めます。 

なお、除却を進めるにあたっては、除却債７などを活用し、計画的な除

却に努めることとします。 

6 県有財産活用促進部会 

「資産経営戦略会議」（詳細はＰ３２参照）の部会として設置されており、未利用県有

財産等の円滑な処分の決定や有効活用を行うための調整を目的としている。 

7 除却債 

地方財政法第３３条の５の８の規定に基づき、公共施設等を除却する際に発行する地

方債。 
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改定後 改定前 

３ 計画保全の円滑な推進について 

大規模改修や建替えにより、建物の物理的性能や機能回復が図られた

建物や概ね建築後30年未満の建物について、計画保全に移行し、長寿命

化を図ります。 

計画保全への転換を着実に推進するため、対象となる建物については、

建物ごとに維持管理計画書を作成することとします。 

施設管理者 9 は、定期的な点検・診断に基づき建物をより健全に保つ

とともに、原則、長期的な視点から修繕や改修等の実施内容や時期を示

した維持管理計画書を作成し、この計画書に基づき計画保全を実施しま

す。 

（１）施設管理者の役割等 

施設管理者は、建物の建築年月日、構造、規模及び改修履歴等の情

報を整理し、図表９に示す判断事例も参考にしながら、維持管理業務

を通じ日常的に建物の状況を把握します。 

さらに、これらの情報を基に維持管理計画書を作成し、建物の劣化

状態を予測しながら計画保全に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

8 施設管理者 
千葉県庁舎管理規則第2条に規定する庁舎管理者、千葉県教育財産管理規則第2条

第2号に規定する管理者及び千葉県公舎管理規則第3条に規定する公舎管理者等を

いう。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画保全の円滑な推進について 

大規模改修や建替えにより、建物の物理的性能や機能回復が図られた

建物や概ね建築後３０年未満の建物について、計画保全に移行し、長寿

命化を図ります。 

 

 

施設管理者は、定期的な点検・診断に基づき建物をより健全に保つと

ともに、原則、長期的な視点から修繕や改修等の実施内容や時期を示し

た維持管理計画書を作成し、この計画書に基づき計画保全を実施します。 

 

（１）施設管理者の役割等 

施設管理者は、建物の建築年月日、構造、規模及び改修履歴等の情

報を整理し、次表に示す判断事例も参考にしながら、維持管理業務を

通じ日常的に建物の状況を把握します。 

さらに、これらの情報を基に維持管理計画書を作成し、建物の劣化

状態を予測しながら計画保全に取り組んでいきます。 

このように、計画保全への転換にあたっては、施設管理者の業務が、

より高度化かつ多様化することから、これを円滑に行っていくために

は施設管理関係職員の研修や専門知識を有する職員による支援体制

が必要となります。 

 

 

 

（第２章１から移動） 
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改定後 改定前 

（第３章３（２）へ移動） 
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改定後 改定前 

（第３章３（２）へ移動） 
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改定後 改定前 

（２）維持管理計画書に記載する内容等 

 

 

 

維持管理計画書は、建物を構成する多種多様な建築部材と機器につ

いて、いつ、どのような改修・更新が必要となるのか、また、その際

の費用がどの程度になるかなどを明らかにした内容とします。 

 

・維持管理計画書作成に必要な情報 

維持管理計画書を作成するためには、次のような、建物の基本情報

や建築後の改修履歴等の維持管理情報の収集が必要となります。 

［建物基本情報］ 

土地及び建物の基本的情報（所在地、建物用途、規模、構造、建築

年月日等）、各設備等に関する概要情報、設計図及び竣工図の図書情

報、設計施工監理に関する情報等 

［維持管理情報］ 

維持保全体制に関する情報、各種点検に関する情報、改修工事等の

履歴情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）維持管理計画書に記載する内容等 

計画保全への転換を着実に推進するため、対象となる建物について

は、原則として、１０年後の平成３９年度までを目途に、建物ごとに

維持管理計画書を作成することとします。 

維持管理計画書は、建物を構成する多種多様な建築部材と機器につ

いて、いつ、どのような改修・更新が必要となるのか、また、その際

の概算費用額がどの程度になるかなどを明らかにした内容とします。 

 

・維持管理計画書作成に必要な情報 

維持管理計画書を作成するためには、次のような、建物の基本

情報や建築後の改修履歴等の維持管理情報の収集が必要となり

ます。 

［建物基本情報］ 

土地及び建物の基本的情報（所在地、建物用途、規模、構造、

建築年月日等）、各設備等に関する概要情報、設計図及び竣工

図の図書情報、設計施工監理に関する情報等 

［維持管理情報］ 

維持保全体制に関する情報、各種点検に関する情報、改修工

事等の履歴情報 

 

・維持管理計画書作成ガイドラインの作成 

維持管理計画書作成にあたっての建物基本情報及び維持管理

情報の収集、整理にあたっては、情報量が多大であり専門的な知

識を必要とする事項もあることから、資産経営課がガイドライン

を作成し、施設管理者の維持管理計画書の作成を支援していきま

す。 

また、専門的な事項については、基準等の整備及び技術的な指

導・助言を行っていきます。 
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改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第３章３（１）から移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 33 - 

 

改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 大規模改修・建替え等の建物整備に当たって 

（１）長寿命化設計基準の適用 

県有建物の整備計画に基づき、建物の大規模改修・建替えを行うに

当たり、目標使用期間内における性能水準を確保するため、最も合理

的な設計の方針及び具体的な設計の基準等を示す「千葉県県有建物長

寿命化計画に係る長寿命化設計基準」（令和 2 年 3 月）を策定しまし

た。 

本設計基準の主な留意点は、以下のとおりです。 

・可変性 

将来の用途変更に対応できるように、機械室、配管スペース、

階高、設計荷重等に余裕を持たせる。 

（第３章３（１）から移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 大規模改修・建替え等の建物整備にあたって 

（１）長寿命化設計基準の検討 

県有建物の整備計画に基づき、建物の大規模改修・建替えを行うに

あたり、目標使用期間内における性能水準を確保するため、最新の技

術動向を踏まえ、最も合理的な設計の方針及び具体的な設計の基準等

について検討します。 

 

検討にあたっては、以下の点について留意します。 

・可変性 

将来の用途変更に対応できるように、機械室、配管スペース、

階高、設計荷重等に余裕を持たせる。 
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改定後 改定前 

・更新性 

建築物を構成する部材は多く、それぞれの耐用年数も異なり、

物理的、機能的劣化の速度も異なることから、改修工事の際は耐

用年数がある他の部位に影響がないよう、更新が容易な構造とす

る。 

・省エネルギー、省資源 

再生可能エネルギーの活用等も含め環境負荷の低減に対応す

る。 

・高耐久性・高耐候性 

使用する部材は、ライフサイクルコストを考慮して、可能な限

り高い耐久性・耐候性を有する部材の選択が可能なものとする。 

・維持管理 

清掃や保守点検、修繕等の維持管理業務を効率的に実施するた

め、足場やゴンドラの設置を可能とする等、維持管理を考慮する。 

 

本設計基準は、施設の新築（建替えを含む）の設計に適用するとと

もに、大規模改修の設計においても原則として適用することとし、部

分改修等の設計については、状況に応じて適用するものとします。 

 

 

（２）県有建物が有すべき基本的性能水準等 

[基本的な性能項目] 

県有建物が有すべき基本的な性能項目及び考え方は次表図表 10

のとおりですが、建物の目的や用途、時代的な要請等による機能改

善工事 10など、財政状況も踏まえながら建物ごとに柔軟に判断して

いく必要があります。 

 

 

9 機能改善工事 

建築以外の新たな社会的要求に対応するため、時代に合わなくなった性能等を建築

時の初期性能以上に向上させる工事をいう。耐震補強工事、ＩＴ化対応のための機能

付加工事等が該当する。 

 

・更新性 

建築物を構成する部材は多く、それぞれの耐用年数も異なり、

物理的、機能的劣化の速度も異なることから、改修工事の際は耐

用年数がある他の部位に影響がないよう、更新が容易な構造とす

る。 

・省エネルギー、省資源 

再生可能エネルギーの活用等も含め環境負荷の低減に対応す

る。 

・高耐久性・高耐候性 

使用する部材は、ライフサイクルコストを考慮して、可能な限

り高い耐久性・耐候性を有する部材の選択が可能なものとする。 

・維持管理 

清掃や保守点検、修繕等の維持管理業務を効率的に実施するた

め、足場やゴンドラの設置を可能とする等、維持管理を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

（２）県有建物が有すべき基本的性能水準等 

[基本的な性能項目] 

県有建物が有すべき基本的な性能項目及び考え方は次表のとお

りですが、建物の目的や用途、時代的な要請等による機能改善工事
８など、財政状況も踏まえながら建物ごとに柔軟に判断していく必

要があります。 

 

 

8 機能改善工事 

建築以外の新たな社会的要求に対応するため、時代に合わなくなった性能等を建築

時の初期性能以上に向上させる工事をいう。耐震補強工事、ＩＴ化対応のための機能

付加工事等が該当する。 
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改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 [留意すべき事項] 

基本的な性能項目に加え、脱炭素化などの社会情勢等を踏まえ、以下

の事項に留意し、取組を推進していきます。 

 

① 環境対策 

・「千葉県庁エコオフィスプラン」に基づく取組の推進 

≪再生可能エネルギーの活用≫ 

地球温暖化対策を推進するため、原則として、今後、新築・建替

えを予定している県有建物については、その工事の際に太陽光発電

設備などの再生可能エネルギーを導入し、大規模改修を予定してい

る県有建物については、構造等を考慮した上で設置可能な場合に導

入していきます。 

≪省エネルギーの推進≫ 

二酸化炭素排出削減に向けて、県有建物のエネルギーコスト縮

減・適正化を図るため、照明を全てＬＥＤ化するなど省エネルギー

機器の導入を進めます。 

また、建築物を新築する場合は、当面、原則ＺＥＢ11Oriented相

当以上（30％または40％の省エネ）とし、建築物における省エネル

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 [その他留意事項] 

上記のほか、関連法令や県の他の計画との整合を図る必要があります。 

 

 

① 環境対策 

 

・再生可能エネルギーの活用 

地球温暖化対策を推進するため、県有建物の新築、改修の際に太

陽光発電設備など再生可能エネルギーの導入を積極的に検討しま

す。 

 

 

・省エネルギーの推進 

二酸化炭素排出削減に向けて、県有建物のエネルギーコスト縮

減・適正化を図るため、ＬＥＤなどの省エネルギー機器の導入など、

「千葉県庁エコオフィスプラン」に基づく取組を進めます。 
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改定後 改定前 

ギー性能の向上を目指します。 

≪電気自動車用充電器の設置検討≫ 

県有建物に配備されている公用車に積極的に電気自動車を導入

するための基盤整備として、県有建物の新築、改修の際に電気自動

車用充電器の設置又は設置できるような電線用埋設配管や電源等

の整備について検討します。 

 ・雨水利用施設の設置検討 

新築の場合、「雨水の利用の推進に関する法律」に基づき、原則と

して建物の最下階床等に雨水の一時的な貯留に活用できる空間を

有する場合には、自らの雨水の利用のための設備が設置できるかど

うかを検討します。 

 

② 防災対策 

防災施設となる建物については、耐震対策はもとより、機能不全に

陥らないよう、果たすべき役割に応じて、非常用電源設備や防災井戸

の設置、受水槽の給水口取付など、災害に備えた建物整備に努めます。 

 

市町村の指定一般避難所や指定福祉避難所に指定されている建物

については、断熱性能の向上、空調設備や非常用電源設備の設置など、

指定一般避難所等としての役割が十分に果たせる建物となるような

整備に努めます。 

 

③ ユニバーサルデザイン 12・バリアフリーの導入 

平成8年3月に制定した「千葉県福祉のまちづくり条例」や平成17

年3月に策定した「千葉県建築物ユニバーサルデザイン整備指針」に

基づき、ユニバーサルデザイン化の総合的な推進を図っています。 

 

県有建物の整備においては、施設ごとの特性等を考慮して、誰もが

安全かつ快適に利用できるように整備を進めてきたところであり、引

き続き、条例の「整備基準」や整備指針等に基づく施設の計画、設計、

施工等の一層の推進に努めます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 ・雨水利用施設の設置検討 

新築の場合、「雨水の利用の推進に関する法律」に基づき、原則と

して建物の最下階床等に雨水の一時的な貯留に活用できる空間を

有する場合には、自らの雨水の利用のための設備が設置できるかど

うかを検討します。 

 

② 防災対策 

災害時の防災活動拠点となる建物については、耐震対策はもとよ

り、機能不全に陥らないよう、非常用電源設備や防災井戸の設置、受

水槽の吸水口取付など、災害に備えた建物整備に努めます。 

 

 

 

 

 

 

③ ユニバーサルデザイン９・バリアフリーの導入 

平成８年３月に「千葉県福祉のまちづくり条例」を施行し、民間施

設を含め不特定かつ多数の者が利用する施設の整備基準を定め、総合

的な推進を図っています。 

 

県有建物の整備においては、これまで高齢者、障害のある人等にと

って安全かつ快適に利用できるように整備を進めてきたところであ

り、引き続き、本条例の「整備基準」に基づく施設の計画、設計、施

工等の一層の推進に努めます。 
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改定後 改定前 

④ デジタル技術を活用した多様で柔軟な働き方等に対応する環境整 

備 

県では、デジタル技術を活用した「多様で柔軟な働き方」や「スマ

ート県庁への転換」を進めて行くことから、県有施設の整備に当たっ

ては、デジタル技術の効果的な活用に資する通信基盤や、多様で柔軟

な働き方等に対応する執務スペース等の環境整備について、検討しま

す。 

 

⑤ 木材利用促進による建物整備 

「千葉県内の建築物等における木材利用促進方針（平成 23 年 3 月策

定、令和 5 年 3 月改正）」に基づき、県が整備する公共建築物におい

ては、内装等の木質化など木材利用の推進を図っています。 

 

 

 

 

⑥ 民間資金とノウハウの利活用 

県有建物の整備に当たっては、限られた財政状況の中、民間が有す

る資金や経営上のノウハウ、あるいは技術的能力、創意工夫等の知恵

を活用した効率的な施設整備手法の検討として、「千葉県ＰＰＰ／Ｐ

ＦＩ手法活用ガイドライン」に基づき、ＰＦＩ（Private Finance 

Initiative）手法 13の導入を優先的に検討します。 

 

10 ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル） 

50%以上の省エネルギーを図った上で、再生可能エネルギー等の導入により、エネ

ルギー消費量をさらに削減した建築物のこと。 

・ＺＥＢ：省エネで50％以上削減、かつ再エネ等により計100％以上削減 

・ＺＥＢ Ready：省エネで50％以上削減 

・ＺＥＢ Oriented相当:建築物の規模の大小によらず、省エネで30～40%以上削減 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

④ 木材利用促進による建物整備 

平成２３年３月に「千葉県内の公共建築物等における木材利用促進

方針」を定め、県が整備する公共建築物において、木材利用の推進を

図っています。 

県有建物の低層建築物の整備については、木造化 10を図り、また、

高層・低層にかかわらず、内装等の木質化 11を図るなど、引き続き、

本方針に基づく施設の計画、設計、施工等の検討に努めます。 

 

⑤ 民間資金とノウハウの利活用 

県有建物の整備にあたっては、限られた財政状況の中、民間が有す

る資金や経営上のノウハウ、あるいは技術的能力、創意工夫等の知恵

を活用した効率的な施設整備手法の検討として、「千葉県ＰＰＰ／Ｐ

ＦＩ手法活用ガイドライン」に基づき、ＰＦＩ（Private Finance 

Initiative）手法 12の導入を優先的に検討します。 

 

（新設） 
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改定後 改定前 

11 ユニバーサルデザイン 

障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいようあら

かじめ都市や生活環境をデザインする考え方をいう。 

 

 

（削除） 

 

 

 

12 内装等の木質化 

建築物の新築、増築、改築又は模様替に当たり、天井、床、壁、窓枠等の室内に面

する部分及び外壁等の屋外に面する部分に木材を利用することをいう。 

 

13 ＰＦＩ手法 

ＰＦＩ法に基づき、公共施設等の整備等の全部又は一部を、民間の資金、経営上の

ノウハウ及び技術的能力を活用して一体的に行う手法をいう。 

 

第４章 県有建物の整備計画 

１ 計画期間（平成30年度～令和27年度） 

本計画の期間は、平成30年度から、総合管理計画の最終年度である令

和27年度までとし、老朽化度や施設のあり方の検討状況等を踏まえ、大

規模改修・建替えを計画的に取り組みます。 

 

Ⅰ  期：平成30年度（2018年度）～令和4年度（2022年度） 

Ⅱ  期：令和5年度（2023年度）～令和9年度（2027年度） 

Ⅲ  期：令和10年度（2028年度）～令和14年度（2032年度） 

Ⅳ期以降：令和15年度（2033年度）～令和27年度（2045年度） 

 

２ 県有建物の整備計画（Ⅱ期・Ⅲ期） 

県有建物の整備計画（Ⅱ期・Ⅲ期）については、施設類型ごとの検討

フローを踏まえつつ、現時点におけるそれぞれの整備方針の熟度や老朽

化度、県民ニーズへの的確な対応などを総合的に勘案し、財政負担の平

準化等にも留意した上で、作成するとともに、位置付けられた施設につ

いて各期間内の事業着手を目指します。 

9 ユニバーサルデザイン 

年齢、性別、国籍、文化、言語の違い、老若男女の差異、障害、個人の能力の違い

などに関わらず、多くの人が利用しやすいように施設や生活環境をデザインすること

をいう。 

 

10 木造化 

建築物の新築、増築又は改築に当たり、構造耐力上主要な部分である壁、柱、梁、

けた、小屋組み等の全部又は一部に木材を利用することをいう。 

 

11 木質化 

建築物の新築、増築、改築又は模様替えに当たり、天井、床、壁、窓枠等の室内に

面する部分及び外壁等の屋外に面する部分に木材を利用することをいう。 

 

12 ＰＦＩ手法 

ＰＦＩ法に基づき、公共施設等の整備等の全部又は一部を、民間の資金、経営上の

ノウハウ及び技術的能力を活用して一体的に行う手法をいう。 

 

第４章 県有建物の整備計画 

１ 計画期間（平成３０年度～５７年度） 

本計画の期間は、平成３０年度から、総合管理計画の最終年度である

平成５７年度までとし、今後１０年間で大規模改修・建替えを行う建物

は、Ⅰ期・Ⅱ期に計画的に取り組みます。また、その他の建物について

は、老朽化度や施設のあり方の検討状況等を踏まえ適切に対応します。 

Ⅰ  期：平成３０年度（2018年度）～平成３４年度（2022年度） 

Ⅱ  期：平成３５年度（2023年度）～平成３９年度（2027年度） 

Ⅲ期以降：平成４０年度（2028年度）～平成５７年度（2045年度） 

 

 

２ 県有建物の整備計画（Ⅰ期・Ⅱ期） 

県有建物の整備計画（Ⅰ期・Ⅱ期）については、現時点における施設

類型ごとの検討フローを踏まえつつ、現時点におけるそれぞれの整備方

針の熟度や老朽化度、県民ニーズへの的確な対応などを総合的に勘案し、

財政負担の平準化等にも留意した上で、作成しました。 
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改定後 改定前 

特に、大規模改修や建替え等の建物整備に当たっては、「県民の命を守

る」機能に重点を置き、出先機関の防災施設としての機能強化に向けた

地域振興事務所単位での合同庁舎化や警察署の計画的な改修工事を進め

るとともに、子ども達の安全確保のための児童相談所や県立学校の改修

工事等に取り組みます。 

ただし、建物整備を実施するに当たっては建物整備の前提となる課題

解決、地元市町村等関係機関との調整が終了したものから、順次実施す

ることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に、大規模改修や建替え等の建物整備にあたっては、「県民の命を守

る」機能に重点を置き、出先機関の防災活動拠点としての機能強化に向

けた地域振興事務所単位での合同庁舎化や警察署の計画的な改修工事を

進めるとともに、子ども達の安全確保のための児童相談所や県立学校の

改修工事等に取り組みます。 

ただし、建物整備を実施するにあたっては建物整備の前提となる課題

解決、地元市町村等関係機関との調整が終了したものから、順次実施す

ることとし、経費の節減にも努めてまいります。 

また、合同庁舎化にあたって、例えば、地域振興事務所が建替え対象

となっていても、土木事務所や健康福祉センターなど他の事務所が、比

較的新しく当面使用できる場合には、財政負担軽減の観点から、無理に

合同庁舎化せずに、当面の対応として建替え対象建物のみを簡易な建物

による整備も手法の一つとします。 

なお、延床面積は小さいものの４８７か所ある交番・駐在所の改修等

についても、本計画との整合や財政状況を踏まえながら適切に対応しま

す。 
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改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ期（６０施設・２２９棟）
施設
類型

地域 大規模改修 建替え 大規模改修 大規模改修 建替え

千葉
鶴舞看護専門学校（校舎）、
総合スポーツセンター（サッカー･ラグビー場）、
農林総合研究センター（検査業務課）

職員能力開発センター（研修棟）、自動車税事務所、
環境研究センター、産業支援機関集約(計量検定所、
産業支援技術研究所（天台、加曽利)）、
千葉農業事務所、千葉土木事務所、千葉港湾事務所

千葉高校、千葉北高校、若松高校、土気高校、
仁戸名特支

千葉運転免許センター、
待機宿舎・独身寮（1）

坂月庁舎、
待機宿舎・独身寮（3）

葛南
葛南合同庁舎（葛南地域振興事務所、船橋県税事務所、
葛南土木事務所 ※消費者センター・高瀬分庁舎転用）、
船橋高等技術専門校

八千代東高校、津田沼高校、船橋東高校、
市川工業高校、国府台高校、市川南高校、
八千代特支

行徳署

東葛飾 我孫子高等技術専門校 柏南高校、柏陵高校、我孫子高校 流山運転免許センター

印旛
畜産総合研究センター（管理棟、と場、繁殖実験室、
ふ卵室）

白井高校、佐倉西高校、印旛特支 待機宿舎・独身寮（1）

香取 小見川幹部交番

海匝
旭高等技術専門校、
銚子水産事務所(銚子水産事務所、銚子漁港事務所、
水産総合研究センター（銚子分室）)

旭農業高校、銚子特支 待機宿舎・独身寮（1）

山武 農業大学校（学生会館、体育館、食堂） 東金高校 待機宿舎・独身寮（1）

長生 長生合同庁舎（長生合同庁舎、東上総教育事務所）

夷隅
安房 水産総合研究センター（本所）、鴨川青少年自然の家 待機宿舎・独身寮（1）

君津
君津合同庁舎（君津合同庁舎、君津保健所）、
君津児童相談所

君津商業高校、木更津東高校、
君津高校（上総キャンパス）、槇の実特支

※県庁舎等（議会棟含む）は、今後、一体的・効率的な整備の検討を行い、その結果を踏まえ対応する。

Ⅲ期（６５施設・２１６棟）
施設
類型

地域 大規模改修 建替え 大規模改修 大規模改修 建替え

千葉
ナースセンター、総合スポーツセンター（弓道場）、
市原土木事務所（鶴舞出張所）

中央家畜保健衛生所
京葉工業高校、千葉工業高校、千葉南高校、
検見川高校、千城台高校、千葉大宮高校、
桜が丘特支

待機宿舎・独身寮（1）

葛南 国際総合水泳場、葛南教育事務所 市川保健所 市川東高校、市川昴高校、船橋特支、市川特支
習志野庁舎、浦安署、
待機宿舎・独身寮（3）

八千代署、
待機宿舎・独身寮（1）

東葛飾
野田看護専門学校、動物愛護センター（東葛飾支所）、
東葛飾農業事務所、東葛飾土木事務所（松戸庁舎）

柏の葉高校、柏特支、我孫子特支
我孫子署、柏署、松戸署、
待機宿舎・独身寮（1）

待機宿舎・独身寮（1）

印旛
房総のむら（インフォメーション棟）、
水産総合研究センター（内水面水産研究所）

印旛保健所（成田支所）、成田土木事務所
成田西陵高校、佐倉東高校、四街道高校、
四街道特支

香取 農林総合研究センター（畑地利用研究室） 佐原高校

海匝 東総食肉衛生検査所 待機宿舎・独身寮（1）

山武 成東高校、大網高校 東金署

長生
夷隅 勝浦水産事務所 夷隅特支 いすみ署

安房
南部家畜保健衛生所、
農林総合研究センター（暖地園芸研究所）

館山総合高校、館山総合高校（水産校舎）
安房特支

君津
かずさＤＮＡ研究所、かずさアカデミアホール、
君津土木事務所（上総出張所）、君津亀山青少年自然の家

県有建物の整備計画

庁舎・試験研究施設・公の施設（22施設） 県立学校（25施設） 警察施設（13施設）

庁舎・試験研究施設・公の施設（24施設） 県立学校（25施設） 警察施設（16施設）

Ⅰ期（８１施設・２０２棟）
施設
類型

地域 大規模改修 建替え 大規模改修 建替え 大規模改修 建替え

千葉

都町合同庁舎（男女共同参画センター、子ども・若者
総合相談センター、中央県税事務所、青少年関係団体)、
中央児童相談所、総合スポーツセンター（野球場）、
総合スポーツセンター（武道館）、千葉県文化会館、
市原高等技術専門校（管理棟）

新都市ビル、消防学校、衛生研究所、生実学校（寮）、
社会福祉センター、千葉リハビリテーションセンター、
総合スポーツセンター（庭球場）、総合スポーツセンター（体育館）、
市原高等技術専門校（総合実習棟、ビルメンテナンス第１実習棟、
ビルメンテナンス第２実習棟）、農林総合研究センター(本場・本館)、
図書館・文書館複合施設（中央図書館、西部図書館、東部図書館、
文書館）

千葉女子高校、市原高校、市原八幡高校、
千葉地区特支、市原特支、袖ケ浦特支

京葉工業高校（実験棟(A･B)） 都町庁舎、千葉東署

葛南 八千代高校、船橋高校、薬園台高校、
船橋二和高校

船橋東署、市川署、
待機宿舎・独身寮（2）

東葛飾 （仮称）東葛飾児童相談所、柏児童相談所 松戸六実高校、流山南高校
流山庁舎本館、流山署、
待機宿舎・独身寮（2）

印旛 房総のむら（風土記の丘資料館） （仮称）印旛児童相談所 成田北高校、千葉盲学校
成田署、成田合同庁舎、
印西署別館、待機宿舎・独身寮（1）

香取 香取合同庁舎（香取合同庁舎、香取保健所、香取農業事務所、
香取土木事務所）

香取署、待機宿舎・独身寮（1）

海匝

海匝合同庁舎、 匝瑳庁舎(八日市場地域保健センター、
海匝農業事務所、海匝土木事務所)、
銚子庁舎（旭県税事務所  銚子支所、海匝保健所、銚子土木事務所）、
家畜保健衛生所（中央家畜保健衛生所 (病理生化学課・細菌ウイルス
課)、東部家畜保健衛生所、北部家畜保健衛生所)、
銚子児童相談所

銚子商業高校（海洋校舎含む） 旭署

山武 農業大学校（本館）

山武合同庁舎（山武合同庁舎、東金合同庁舎、
山武農業事務所(両総用水管理課)）、
農林総合研究センター（森林研究所）、
農業大学校（農場本館・園芸農場教室）

山武署、待機宿舎・独身寮（1）

長生 茂原署

夷隅 水産総合研究センター（種苗生産研究所勝浦生産開発室） 夷隅合同庁舎 待機宿舎・独身寮（2）

安房
安房合同庁舎（安房合同庁舎、安房保健所、南部漁港事務所、
南総教育事務所安房分室)、
鴨川庁舎（鴨川庁舎、鴨川地域保健センター）

安房特支（館山聾分校） 鴨川署 館山署

君津 水産総合研究センター（東京湾漁業研究所）
君津合同庁舎、
待機宿舎・独身寮（1）

富津署、待機宿舎・独身寮（1）

庁舎・試験研究施設・公の施設（36施設） 警察施設（28施設）県立学校（17施設）

参 考
県有建物の整備計画（Ⅰ期実績）
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改定後 改定前 

第５章 推進体制 

１ 計画の見直し 

本計画は庁内の資産経営戦略会議を活用して5年ごとに見直すことと

し、また、その際には、必要に応じて行政改革審議会に報告等を行い、

外部有識者の意見を伺うこととします。 

 

[資産経営戦略会議の概要] 

・設置根拠 資産経営戦略会議設置要綱 

 ・目  的 県有財産について、経営的な視点から戦略的にマネジメ

ントし、将来負担と財産管理の適正化を推進すること 

・メンバー 会長 総務部次長 

      委員 総合企画部次長、防災危機管理部次長、健康福祉

部次長、環境生活部次長、商工労働部次長、農林

水産部次長、県土整備部次長、企業局管理部長、

副病院局長、教育庁企画管理部長、警察本部総務

部参事官 

 

 

[行政改革審議会の概要] 

 ・設置根拠 行政組織条例 

 ・業務内容 知事の諮問に応じ、行政改革の推進に関し知事が必要

と認める事項について、調査審議し、これに関し必要

と認める事項を答申すること 

 ・メンバー 学識経験者等 

 

２ ローリング 15 

第4章の「県有建物の整備計画」については、毎年度、施設のあり方

の検討結果等を踏まえ、整備計画に位置付ける対象建物（例：保健医療

大学、中央博物館、畜産総合研究センター等）等や整備手法の見直しを

行います。 

 

14 ローリング 

 計画を定期的に見直し、部分的な修正を行っていく手法。 

第５章 推進体制 

１ 計画の見直し 

本計画は庁内の資産経営戦略会議等を活用して５年ごとに見直すこと

とし、また、その際には、必要に応じて行政改革審議会に報告等を行い、

外部有識者の意見を伺うこととします。 

 

（第５章２から移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第５章２から移動） 

 

 

 

 

 

 

２ ローリング 

第４章の「県有建物の整備計画」については、毎年度、庁内の資産経

営戦略会議でローリングを行いながら、対象建物など記載内容について

も見直しを行います。 

 

 

（新設） 

 



 

- 42 - 

 

改定後 改定前 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第５章１へ移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第５章１へ移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

[ローリングの進め方（想定）] 

 ４～５月 資産経営課による工事費等概算依頼事前調査 

（整備計画に位置づけられた施設の検討状況、課題への対

応、施設のあり方等の検討、地元市町村との調整など） 

５月   工事費等概算依頼に係る判定 

８月   工事費等概算依頼の回答（営繕課、施設改修課） 

８～９月 資産経営課による予算要求事前ヒアリング（予算規模の確

認等） 

 10～12月 整備対象施設の調整    

３月   資産経営戦略会議の開催（次年度整備対象施設等の決定） 

 

 

 

[資産経営戦略会議の概要] 

・設置根拠 資産経営戦略会議設置要綱 

 ・目的   県有財産について、経営的な視点から戦略的にマネジメ

ントし、将来負担と財産管理の適正化を推進すること 

・メンバー 会長 総務部次長 

      委員 総合企画部次長、防災危機管理部次長、健康福祉

部次長、環境生活部次長、商工労働部次長、農林

水産部次長、県土整備部次長、水道局管理部長、

企業土地管理局副局長、副病院局長、教育庁企画

管理部次長、警察本部総務部参事官 

 

[行政改革審議会の概要] 

 ・設置根拠 行政組織条例 

 ・業務内容 知事の諮問に応じ、行政改革の推進に関し知事が必要と

認める事項について、調査審議し、これに関し必要と認

める事項を答申すること 

 ・メンバー 学識経験者等 
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改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）主な費用単価の考え方 

 ①建替え（解体費用＋新築費用） 

本県における直近の工事実績を基に、建設工事費デフレーターによ

る補正を行い、単位床面積当たりの単価を算出。 

［庁舎等］解体単価58,200円＋新築単価564,000円＝622,200円/㎡ 

 

［学校等］解体単価56,000円＋新築単価379,000円＝435,000円/㎡ 

［警察本部庁舎・警察署］ 

     解体単価72,000円＋新築単価559,000円＝631,000円/㎡ 

［警察待機宿舎・独身寮］ 

     解体単価55,000円＋新築単価371,000円＝426,000円/㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）主な費用単価の考え方 

①建替え（解体費用＋新築費用） 

本県における直近の工事実績（千葉県公共施設等総合管理計画策定

時）から、単位床面積当たりの単価を算出。 

［庁舎等］解体単価35,500円＋新築単価412,000円＝447,500円/㎡ 

［住宅等］解体単価38,200円＋新築単価281,400円＝319,600円/㎡ 

［学校等］解体単価30,400円＋新築単価244,700円＝275,100円/㎡ 

［警察本部庁舎・警察署］ 

     解体単価30,200円＋新築単価452,900円＝483,100円/㎡ 

［警察待機宿舎］ 

     解体単価47,600円＋新築単価374,500円＝422,100円/㎡ 

［警察独身寮］ 

     解体単価47,600円＋新築単価459,300円＝506,900円/㎡ 
（注） 

解体単価は過去の解体工事実績（平成10～25年度）から構造・規模を加味して対

象工事を抽出した。 

新築単価には、建築、機械（空調・給排水衛生）、電気を含み、工事監理委託は含

まない。 

ただし、［庁舎等］［住宅等］［警察待機宿舎］［警察独身寮］には外構を含み、［警

察本部庁舎・警察署］［警察待機宿舎］［警察独身寮］には、工事監理委託を含む。

［警察本部庁舎］［警察署］は、施設補助金新営単価表等を参考に設定した。 

なお、参考にした直近の工事実績は以下のとおりである。※（ ）は工事発注年度 

 

［庁舎等］香取合同庁舎（平成27年度） 

［住宅等］富浦学園居住棟（平成24年度） 

［学校等］東葛飾高等学校管理棟（平成 25 年度）、印旛明誠高等学校校舎棟   

（平成28年度） 
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改定後 改定前 

②大規模改修 

本県における直近の大規模改修工事実績から、新築工事に対する費

用比率を割り出し、その平均値により「新築単価の60％」とした。 

  

 

 

 

 

 

③設計等委託費 

本県における直近の実績から、工事費に対する費用比率を割り出

し、その平均値により「基本設計費4％」「実施設計費6％」「修繕・解

体設計費8％」とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②大規模改修 

本県における直近の大規模改修工事実績から、新築工事に対する費

用比率を割り出し、その平均値により「新築単価の６０％」とした。 

なお、警察施設は、施設補助金新営単価表等を参考にして単価を別

途設定した。 

（注）参考にした直近の工事実績は以下のとおりである。※（ ）は工事発注年度 

   東葛飾合同庁舎（平成20年度）、南庁舎（平成22年度）、 

   夷隅健康福祉センター（平成24年度）、市川健康福祉センター（平成24年度） 

  

③設計等委託費 

本県における直近の実績から、工事費に対する費用比率を割り出

し、その平均値により「基本設計費４％」「実施設計費６％」「修繕・

解体設計費８％」とした。 

なお、警察施設は、施設補助金新営単価表等を参考にして単価を別

途設定した。 
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改定後 改定前 

 

 
（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域振興事務所が入居する合同庁舎等の配置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


